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　　　　　  ※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値

 　　　　　 　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。
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○　本県の歳入は、自主財源の柱である地方税の割合が低く（本県21.6％、全国31.1％）、地方
  交付税（本県27.2％、全国22.8％）や国庫支出金（本県27.3％、全国15.4％）に大きく依存して
　おり、国の予算の動向や地方財政対策に左右されやすい財政構造となっている。

○　歳入総額は、平成14年度以降の三位一体の改革に伴う地方交付税の総額抑制や国の公
　共事業削減の影響等により6,000億円前後で推移していた。沖縄２１世紀ビジョン基本計画に
　基づく取組が始まった平成24年度以降は増加傾向で推移し、平成28年度をピークに緩やかに
　減少していた。

○　令和２年度から令和５年度は、新型コロナウイルス感染症対策及び物価高騰対策等に係る
　国庫支出金の増等により大幅に増加した。
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　　　　　  ※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値

 　　　　　 　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。
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○  本県は、令和４年度から新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画に基づき、「安全・安心で幸福が
　実感できる島」の形成を基本的指針としながら、「誰一人取り残すことのない優しい社会」、
　「強くしなやかな自立型経済」及び「持続可能な海洋島しょ圏」の形成を基軸とした諸施策を
　積極的に展開している。

○　歳出総額の性質別構成比は、沖縄振興特別推進交付金を活用した事業の実施により物件
　費や補助費等の割合が全国平均を上回っている。一方、沖縄振興特別措置法に基づく高率
　補助等により公債費の割合は全国平均を下回っている。

○　令和２年度から令和５年度は、補助費等をはじめとする新型コロナウイルス感染症対応経
　費等の増により、大幅に増加した。
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※ 県債残高、公債費ともに特定資金公共事業債（NTT債）は除く。

○　県債残高は、平成13年度以降に発行された臨時財政対策債が増加傾向で推移していた
　が、その他の県債が減少傾向にあったことから、近年では緩やかに減少している。

○　臨時財政対策債を除くその他の県債については、沖縄県行財政改革プラン等に基づく大
　型ハコ物整備の抑制により通常の県債の発行を抑制してきたこと等により減少している。

○　公債費は、県債残高の増加とともに緩やかに増加していたが、平成26年度以降は金利低
　下に伴う利子償還金の減等もあり、緩やかに減少している。
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　　  ※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値。

 　　 　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

　　○　財政力指数は、自主財源が乏しいことから全国平均の７割程度（本県0.35934、
　　　全国0.49155）、順位も34位となっており、国の地方財政制度に大きく依存した財政
　　　構造であることが分かる。

財政力指数とは、当該団体の財政力を現す指数で、次の算式で算出される。
「１」に近いほど財源に余裕があり、「１」を超えると普通交付税の不交付団体となる。

　　○　財政力指数は本県、全国平均ともに平成19年度から平成20年度までは上昇し、
　　　平成21年度から減少に転じてきたが、平成25年度からは再び上昇している。
　　　令和３年度から減少に転じている。

基準財政収入額
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　　　財政力指数　＝ 　の３か年平均
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　　  ※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値。

 　　 　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

○　経常収支比率の内訳を全国平均と比較すると、人件費の割合が高く（本県41.3％、全国
　34.5％）、公債費の割合が低くなっている（本県15.4％、全国22.9％）。

○　経常収支比率の内訳推移を見ると、人件費の割合は減少してきているものの（H19：
　47.1％、R5：41.3％）、社会保障関係費等の増により補助費等の割合が高くなってきている
　（H19：19.9％、R5：27.9％）。

○　経常収支比率は、平成18年度以降全国平均を下回る水準で推移していたが、平成24年
　度には補助費等が増加したことに伴い全国平均を上回る水準となった。平成27年度以降は、
　再び全国を下回っていたものの、平成29年度以降は、社会保障費の増等により再び全国
　平均を上回っている。令和３年度は地方交付税の増等により経常収支比率が一時的に改善
　している。

×100経常収支比率（％）　＝
経常経費充当の一般財源等の額
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経常収支比率とは、財政構造の弾力性を測定する比率で、次の式で求められる。
この比率が低いほど政策的経費等に充当できる一般財源に余裕があり財政構造が弾力性に富

んでいることを示す。（通常、７0～80％程度が適正とされているが、多くの都道府県が80％を超え
ている状況にある。）
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※　財政健全化法に基づく実質公債費比率は、平成20年度（平成19年度決算値）から算定・公表。

※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値。

　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

 ×100
実質公債費
比率　（％）

＝
地方債の元利償還金等 － 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額等

標準財政規模 － 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額
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４－③ 主な財政指標（実質公債費比率）

実質公債費比率は、標準財政規模に対する公営企業等を含めた一般会計等の公債費相当額の割合を表すもの
である。この比率が１８％以上となると地方債許可団体となり、地方債の発行に一定の制限が加えられる。２５％以上
となると財政健全化法に基づく財政健全化団体となり、財政健全化に向けた取組が義務づけられる。

○ 本県の実質公債費比率は、全国平均を下回る水準で推移している。

○ これは、沖縄県行財政改革プラン等に基づく大型ハコ物整備の抑制により県債の発行を

抑制してきたこと、沖縄振興特別措置法に基づく高率補助により、他県に比較して県債発
行額が少ないことによる。

○ 令和５年度は、前年度と比較して0.1ポイント高くなっているものの、早期健全化基準である

25％ を下回っている。今後も、引き続き健全な財政運営に努めていく。
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　　　※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値。

　 　　　全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

○　主要３基金（財政調整基金、減債基金、県有施設整備基金）の年度末残高は、平成21
　年度まで300億円台の横ばいで推移していたが、平成22年度から増加傾向となり、令和
　５年度末の基金残高は約1,090億円となっている。

○　令和５年度末残高を全国平均と比較すると、減債基金は全国平均を上回っている
　ものの、財政調整基金は全国平均を下回っており、両基金の合計では、全国平均を
　上回る水準となっている。

○　今後も、経済事情の著しい変動や災害への対応、老朽化した公共施設への対応等
　の一時的な財源不足に備えるとともに、安定的な財政運営を確保し県民サービスを維
　持するため、一定の基金残高を確保しておく必要がある。
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○ 沖縄県の財政に関するお問い合わせやご意見は

沖縄県総務部財政課まで

TEL：098-866-2095

E-mail：aa006009@pref.okinawa.lg.jp

財政課のホームページ

http://www.pref.okinawa.jp/site/somu/zaisei/index.html


